
予
測
さ
れ
て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
こ
と
か

ら
市
税
な
ど
市
が
自
由
に
使
え
る
お
金

「
一
般
財
源
」
の
増
額
が
見
込
め
ず
、
市

の
収
入
は
今
後
も
厳
し
い
状
況
が
続
く
と

考
え
ら
れ
ま
す
。

　

一
方
、
支
出
は
、
全
国
的
に
少
子
・
高
齢

化
が
進
む
中
、
千
歳
も
同
様
の
傾
向
と
な
っ

て
お
り
、
今
後
、
生
活
を
支
え
る
た
め
の
社

会
保
障
費
が
さ
ら
に
増
額
す
る
こ
と
が
見
込

ま
れ
ま
す
。
ま
た
、
富
丘
中
学
校
分
離
校
の

建
設
や
市
営
住
宅
の
建
替
え
な
ど
の
大
型
事

業
を
予
定
し
て
い
る
た
め
、
事
業
に
伴
っ
て

借
入
金
の
返
済
「
公
債
費
」
が
増
え
る
こ
と

が
予
想
さ
れ
ま
す
。
こ
の
ほ
か
、
ス
ポ
ー
ツ

セ
ン
タ
ー
な
ど
既
存
の
公
共
施
設
が
建
物
や

設
備
の
更
新
時
期
を
迎
え
維
持
補
修
に
多
額

の
経
費
が
見
込
ま
れ
て
お
り
、
支
出
は
こ
れ

か
ら
も
増
加
す
る
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

　

こ
の
よ
う
に
市
の
財
政
を
取
り
巻
く
環

境
は
依
然
と
し
て
厳
し
く
、
財
源
不
足
が

解
消
し
て
も
、
こ
の
ま
ま
で
は
再
び
「
財

政
健
全
化
対
策
」
前
の
状
態
に
陥
る
こ
と

に
な
り
ま
す
。

　

こ
の
た
め
、市
は
、平
成
21
年
12
月
に
「
財

政
標
準
化
計
画
」
を
つ
く
り
、
こ
れ
ま
で
の

対
策
に
よ
っ
て
改
善
し
た
財
政
収
支
バ
ラ

ン
ス
を
保
ち
な
が
ら
、
将
来
に
わ
た
る
市
民

の
負
担
を
で
き
る
だ
け
抑
え
て
安
定
し
た

財
政
運
営
を
進
め
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。

　

こ
の
計
画
は
、
将
来
の
借
入
金
の
額
や

財
政
指
数
な
ど
具
体
的
な
数
値
を
用
い
て

目
標
を
明
ら
か
に
し
て
い
ま
す
。
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市
は
、
将
来
の
千
歳
の
財
政
の
安
定
的
な
運
営
を
目
的
に
、

「
財
政
標
準
化
計
画
」
を
つ
く
り
ま
し
た
。

こ
の
計
画
は
、
具
体
的
な
数
値
目
標
を
掲
げ
、

将
来
の
世
代
へ
の
負
担
を
減
ら
し
、

将
来
の
さ
ま
ざ
ま
な
経
費
の
増
加
に
備
え
よ
う
と
す
る
も
の
で
す
。

今
月
は
、
こ
の
新
し
い
計
画
に
つ
い
て
紹
介
し
ま
す
。

<
<

特
集>

>
将
来
の
千
歳
の
た
め
に
…

　
　

財
政
標
準
化
計
画

　

市
は
、
平
成
16
年
度
に
「
財
政
健
全
化

対
策
」
を
つ
く
り
、
平
成
17
年
度
か
ら
21

年
度
ま
で
の
５
年
間
、
収
入
・
支
出
の
両

面
か
ら
さ
ま
ざ
ま
な
取
組
を
行
い
財
政
の

健
全
化
を
進
め
て
き
ま
し
た
。
こ
の
結
果
、

当
初
見
込
ま
れ
た
116
億
円
の
財
源
不
足
を

解
消
す
る
目
標
を
達
成
す
る
こ
と
が
で
き

ま
し
た
。

　

し
か
し
、
世
界
金
融
危
機
と
世
界
同
時

不
況
の
影
響
に
よ
り
現
在
の
経
済
・
景
気

の
状
況
は
当
面
続
く
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま

す
。
ま
た
、
こ
れ
ま
で
増
加
し
て
き
た
人

口
は
長
期
的
に
は
減
少
に
転
じ
る
こ
と
が成熟化が進む市街地。将来も安定したまちづくりが望まれます。
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大規模改修を予定しているスポーツセンター

　

公
共
施
設
の
建
設
な
ど
の
投
資
的
事
業

は
、
国
の
補
助
金
や
交
付
金
に
よ
り
、
継

続
し
て
い
る
事
業
を
中
心
に
、
毎
年
の
一

般
財
源
の
投
入
額
は
５
億
円
を
標
準
と
し

て
進
め
ま
す
。

　

市
は
、
毎
年
、
翌
年
度
の
収
入
と
支
出

の
見
通
し
を
立
て
て
予
算
を
つ
く
り
ま
す
。

こ
の
予
算
づ
く
り
の
と
き
は
、
前
年
度
の

決
算
の
見
込
み
を
踏
ま
え
、
支
出
に
対
す

る
収
入
の
不
足
額
を
数
億
円
と
し
、
基
金

な
ど
で
埋
め
る
こ
と
と
し
て
予
算
を
つ
く

り
ま
す
。

　

こ
の
当
初
予
算
づ
く
り
の
と
き
の
収
支

不
足
額
は
、
経
済
情
勢
に
も
よ
り
ま
す
が
、

毎
年
、
一
般
財
源
の
約
２
％
で
あ
る
４
億

円
程
度
を
目
安
と
し
ま
す
。

　

ま
た
、
財
政
収
支
の
長
期
的
な
見
通
し

で
は
、
児
童
福
祉
や
高
齢
者
福
祉
な
ど
の

社
会
保
障
を
行
う
扶
助
費
の
増
加
が
見
込

ま
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
た
め
、
職
員
な
ど

の
人
件
費
や
借
入
金
の
返
済
金
で
あ
る
公

債
費
を
抑
え
て
、
全
体
の
経
費
の
抑
制
を

進
め
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
、
既
存
の
公
共
施
設
の
維
持

補
修
費
が
こ
れ
か
ら
増
加
す
る
こ
と
が
予

想
さ
れ
ま
す
。
こ
の
た
め
、
緊
急
性
の
高

さ
や
優
先
度
を
踏
ま
え
、
国
か
ら
の
補
助

金
な
ど
を
可
能
な
限
り
活
用
し
一
般
財
源

の
増
加
を
抑
制
し
ま
す
。

　

公
共
施
設
の
建
設
な
ど
を
行
う
と
き
は
、

国
の
補
助
金
や
市
の
持
ち
出
し
で
あ
る
一

般
財
源
の
ほ
か
借
入
金
で
経
費
を
ま
か
な

い
ま
す
。
借
入
金
の
返
済
期
間
は
、
長
い

も
の
で
は
25
年
の
も
の
が
あ
り
ま
す
。
借

入
金
は
、
長
期
間
に
わ
た
っ
て
毎
年
多
額

指
標
の

標
値

区 分 平成 21 年度 平成 26 年度 平成 32 年度 将来目標

将来負

担比率
113.1％ 100.0％ 80.0％ 50.0％

■将来負担比率

水道事業などの公営企業や土地開発公社などを含め

た地方公共団体の地方債や将来支払わなければなら

ない負債を市税などの自由に使えるお金である一般

財源の規模と比較したものです。将来的に財政を圧

迫する可能性が高いかどうかを示し、低いほど良好

といえます。平成 20 年度の北海道内市町村の平均値

は 128.4％、全国市町村の平均値は 100.9％です。

区 分 平成 21 年度 平成 26 年度 平成 32 年度 将来目標

基　金

残　高
58.7 億円 57.3 億円 66.5 億円 100 億円

■基金(積立金）残高

財政運営を計画的に進めたり、財源の余裕があると

きに年度間の収入の変動に備えたりするために積み

立てるお金をいいます。災害や景気悪化などの思わ

ぬ支出の増加や収入の減少があったときなどに使用

する使途を制約しない積立金である財政調整基金や

特定の目的のために積み立てられる各種の基金がこ

れにあたります。

取組１

収
支
を
バ
ラ

ン
ス
さ
せ
る

の
返
済
が
必
要
と
な
り
財
政
を
圧
迫
す
る

原
因
と
な
り
ま
す
。

　

将
来
の
世
代
に
過
大
な
負
担
を
残
さ
な

い
た
め
に
、
借
入
金
残
高
総
額
は
左
の
表

の
よ
う
に
目
標
年
度
ご
と
に
定
め
て
い
ま

す
。
こ
の
目
標
を
達
成
す
る
た
め
に
、
毎

年
の
借
入
額
の
上
限
を
つ
ぎ
の
と
お
り
と

し
ま
す
。

・
平
成
22
・
23
年
度
は
借
り
入
れ
る
額
を
そ

　

の
年
の
返
済
金
と
同
額

・
平
成
24
年
度
か
ら
26
年
度
ま
で
は
25
億
円

・
平
成
27
年
度
以
降
は
20
億
円

　

ま
た
、
学
校
や
道
路
の
建
設
予
定
地
と
し

て
土
地
開
発
公
社
が
市
に
代
わ
っ
て
購
入
し

所
有
し
て
い
る
土
地
を
計
画
的
に
市
が
購
入

す
る
と
と
も
に
、
市
の
土
地
開
発
公
社
へ
の

未
払
い
金
を
段
階
的
に
支
払
う
こ
と
な
ど
に

よ
り
土
地
開
発
公
社
の
借
入
金
を
減
ら
し
経

営
健
全
化
を
進
め
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
、
平
成
９
年

の
千
歳
科
学
技
術
大
学
設

立
の
と
き
に
基
金
か
ら
借

り
入
れ
て
い
る
資
金
の
残

額
８
億
６
千
万
円
の
返
済

を
進
め
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
計
画
的
な
返

済
を
通
じ
て
市
の
借
入
金

を
減
額
す
る
こ
と
に
よ

り
、
長
期
的
な
視
点
で
財

政
的
な
基
盤
の
強
化
を
進

め
ま
す
。

●
毎
年
の
当
初
予
算
の
収
支
不
足
額
は

　

４
億
円

●
毎
年
の
投
資
的
事
業
の
一
般
財
源
投

　

入
額
は
５
億
円

●
平
成
22
・
23
年
度
…
そ
の
年
度
の
返
済
額

●
平
成
24
～
26
年
度
…
25
億
円

●
平
成
27
年
度
以
降
…
20
億
円

平成 21 年度 平成 26 年度 平成 32 年度 将来目標

363 億円 350 億円 300 億円 250 億円

■借入金残高の目標値

取組２

借
入
金
を
減

ら
す
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公
共
施
設
の
使
用
料
金
は
、
平
成
18

年
度
に
見
直
し
を
行
い
、
現
行
の
料
金

が
定
着
し
て
い
ま
す
。
今
後
は
、
皆
さ

ん
の
負
担
の
状
況
に
配
慮
し
な
が
ら
景

気
動
向
を
踏
ま
え
て
定
期
的
な
見
直
し

を
行
い
ま
す
。

　

ま
た
、
遊
休
化
し
て
い
る
市
の
土
地

な
ど
の
財
産
の
処
分
を
進
め
、
借
入
金

の
返
済
な
ど
に
あ
て
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
、
さ
ま
ざ
ま
な
業
務
の
民

間
委
託
を
進
め
る
と
と
も
に
、
市
が
団

　

市
に
は
16
の
基
金
（
積
立
金
）
が
あ
り
、

そ
れ
ぞ
れ
設
置
目
的
に
応
じ
て
積
み
立
て

て
運
用
し
て
い
ま
す
。

　

財
政
調
整
基
金
は
、
災
害
が
発
生
し
た

り
景
気
後
退
で
急
な
減
収
が
あ
っ
た
と
き

の
た
め
一
定
額
を
積
み
立
て
て
お
く
基
金

で
す
。
こ
の
積
立
金
は
、
現
在
の
財
政
規

模
か
ら
、
30
億
円
を
積
立
額
の
目
標
と
し

ま
す
。
将
来
的
目
標
は
、
支
出
予
算
総
額

の
10
％
に
あ
た
る
36
億
円
と
し
ま
す
。

　

公
共
施
設
の
建
設
や
大
規
模
修
繕
に
あ

て
る
公
共
施
設
整
備
基
金
は
、
富
丘
中
学

校
分
離
校
の
建
設
に
よ
り
大
幅
に
減
少
す

る
予
定
で
す
。
将
来
は
、
ほ
ぼ
現
在
の
水

準
で
あ
る
10
億
円
ま
で
回
復
さ
せ
、
公
共

施
設
の
整
備
な
ど
に
あ
て
る
こ
と
を
目
標

と
し
ま
す
。

　

職
員
退
職
手
当
基
金
は
、
職
員
の
退
職
者

数
が
毎
年
異
な
る
た
め
退
職
手
当
の
支
出
を

平
準
化
す
る
た
め
に
設
け
ら
れ
て
い
る
基
金

で
す
。
こ
の
基
金
は
、
退
職
者
の
集
中
す
る

年
度
に
備
え
、
目
標
額
を
20
億
円
と
し
ま
す
。

　

こ
の
ほ
か
の
基
金
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
設

置
目
的
に
沿
っ
た
運
営
が
で
き
る
よ
う
着

実
な
増
額
を
目
指
し
ま
す
。
基
金(

積
立
金
）

残
高
の
将
来
目
標
は
、
１
０
０
億
円
と
し

ま
す
。

体
な
ど
に
支
出
し
て
い
る
補
助
金
の
見

直
し
を
行
い
適
正
化
す
る
な
ど
し
て
経

費
を
節
減
し
ま
す
。

指
標

目
標
値

区 分 平成 21 年度 平成 26 年度 平成 32 年度 将来目標

経常収

支比率
91.0％ 89.4％ 88.8％ 85.0％

■経常収支比率

支出のうち人件費や公債費など毎年支出される経常

的な経費に、市税などの自由に使える経常的な一般

財源収入がどの程度充当されているかを示すもので

す。財政構造の弾力性を判断する指標で、比率が低

いほど弾力性が大きいことを示します。平成 20 年度

の北海道内市町村の平均値は 92.1％、全国の各市町

村などの平均値は 91.8％です。

区 分 平成 21 年度 平成 26 年度 平成 32 年度 将来目標

実質公債

費比率
11.4％ 11.0％ 9.2％ 8.0％

■実質公債費比率

地方債の元利償還金が財政に及ぼす負担を表す指標

です。市税などの経常的な一般財源収入のうち、借

入金の返済金である公債費に水道事業などの公営企

業債への繰出金などを含めた実質的な公債費に充当

されたものの占める割合で、低いほど良好といえま

す。平成 20 年度の北海道内市町村の平均値は

14.2％、全国市町村の平均値は 11.8％です。

≪特集≫

●
財
政
調
整
基
金
…
…
…
36
億
円

●
公
共
施
設
整
備
基
金
…
10
億
円

●
職
員
退
職
手
当
基
金
…
20
億
円

平成 21 年度 平成 26 年度 平成 32 年度 将来目標

19.5 億円 25 億円 30 億円 36 億円

■財政調整基金の目標値

平成 21 年度 平成 26 年度 平成 32 年度 将来目標

９億円 ３億円 ５億円 10 億円

■公共施設整備基金の目標値

平成 21 年度 平成 26 年度 平成 32 年度 将来目標

12 億円 15 億円 20 億円 20 億円

■職員退職手当基金の目標値

そ
の
ほ
か
の
さ
ま

ざ
ま
な
取
組

　

平
成
16
年
度
に
つ
く
っ
た
「
財
政
健
全

化
対
策
」
の
効
果
で
財
政
の
破
綻
は
避
け

る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
現
在
の
経
済
・
社
会
情
勢
で

は
市
の
財
政
が
た
だ
ち
に
好
転
す
る
環
境

に
は
あ
り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
社
会
保
障
費

の
ほ
か
公
共
施
設
の
修
繕
や
設
備
更
新
を

含
め
た
維
持
補
修
費
な
ど
の
行
政
需
要
は

今
後
も
増
加
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

　

千
歳
が
こ
れ
か
ら
も
安
定
し
て
発
展
を

続
け
る
た
め
に
は
、
財
政
の
健
全
性
が
確

保
さ
れ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
こ
の
た

め
に
は
、
10
年
以
上
先
を
見
越
し
た
収
支

を
踏
ま
え
て
財
政
運
営
を
進
め
る
こ
と
が

必
要
で
す
。

　

「
財
政
標
準
化
計
画
」
は
、
長
期
的
な
視

点
で
財
政
悪
化
を
防
ぐ
重
要
な
計
画
で
す
。

　

計
画
の
達
成
に
向
け
た
さ
ま
ざ
ま
な
取

組
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

ま
ち
の
発
展
の
持

続
を
目
指
し
て

●
記
事
の
詳
細
●

総
務
部
財
政
課

主
査
（
財
政
調
整
担
当)
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積
立
金
を
増

や
す
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